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はじめに

しています。しかし、同業他社の先
を行き、持続可能な戦略に投資し、
不確実性をはらむときも前進を続
けるには、長期的な思考、創造力、
および短期的な成功を再定義する
勇気を必要とします。

今年のコーポレート・ヘルスチェッ
クでは、リーダー企業はすでに未
来を形成する果敢な事業活動を行
っていること、それは派手な演出
ではなく、人と地球と経済のバラン
スを取るための一貫した勇気ある
活動であることがおわかりいただ
けると思います。

CDP CEO 
シェリー・マデーラ

質の高い情報開示は正にそれを
体現し、リスクの適切な特定およ
び評価、新たな機会の顕在化、レ
ジリエントでアースポジティブな経
済への移行における効果的な資
本配分につながります。

すでに選択の余地はありません。
環境の危機は、ビジネスとは縁遠
い道義上の議論ではありません。
今やビジネスに直接影響を及ぼす
現実となっています。世界経済フォ
ーラムによると、2035年までに、気
候ハザードにより上場企業全体で
年間5,600億～6,100億米ドルの固
定資産損失が発生する可能性が
あります。これは、企業の収益が平
均して毎年6～7％減少することに
相当します。行動を起こさない企
業や公的機関は、単に本来の職務
や責任を果たさないだけでなく、
その存続自体を危険にさらし、彼
らが支える人々の経済的な成功を
おびやかすことになります。

この調査では、今日のビジネスリ
ーダーは地球環境の変化を事業
運営と切り離して考えず、むしろ収
益性向上を牽引する潜在的な要
素として受け入れていることを示

今日の真のリーダーシップは、自らの無知や限界を認める謙虚さを
持ち、洞察力を高め、異なる視点から物事を捉える考え方や行動を
促すことから生まれます。

この調査では、今日のビジネスリ
ーダーは地球環境の変化を事業
運営と切り離して考えず、むしろ収
益性向上を牽引する潜在的な要
素として受け入れていることを示
しています。
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はじめに

ォーマンスを損なうことなく環境情
報開示でリーダーシップを取れてい
ることが明らかになっているのは心
強いことです。世界中の企業が環境
情報開示への取り組みを維持して
いること、開示におけるリーダーシッ
プが排出削減のリーダーシップへと
つながっていること、そして多くの企
業が財務パフォーマンスを損なうこ
となく環境情報開示で主導的な立
場を取れていることが明らかになっ
ているのは心強い。

しかし同時に、地球上の気温上昇は
2024年に1.5℃を超え、その結果深
刻な以上気象、猛暑、水ストレスが
発生し、これらはすでに混乱と実際
損失をもたらしています。深刻な異
常気象、極端な高温、水ストレスを
引き起こしており、これらはすでに混
乱と実際の損失をもたらしている。
一部の推計では、緊急に適応策やレ
ジリエンス強化の取り組みを行わな
い場合、これらの物理的リスクによ
る財務的影響は2050年までに年間
1兆米ドルを上回る可能性があると
されています。一部の推計では、緊
急の適応策やレジリエンス強化の取

エネルギーの移行への年間投資額
は2兆米ドルを超え、2020年の2倍の
水準に達しています。太陽光や蓄電
池などのクリーンテクノロジーのコ
ストは過去2年間だけで半減しまし
た。AIの導入拡大競争が安価で潤沢
なクリーン電力を大きく後押しする
中で、国も企業も、先進的な新しい
サプライチェーンの強みを活用しよ
うと競っています。その流れは疑いよ
うがありませんが、同時にビジネス
はこの10年で最大レベルの政治的
およびマクロ経済的な不確実性に
直面しています。このことは、今年の
ヘルスチェックで明らかになった、地
域間およびセクター間での相違の
拡大しているという結果にも表れて
います。 

この状況において、透明性が高く現
実的な情報開示は、ビジネスリーダ
ーと投資家のより良い意思決定を
行う助けとなります。本レポートにお
いて、世界中の企業が環境情報開
示への取り組みを続けており、開示
におけるリーダーシップが排出削減
のリーダーシップへとつながってい
ること、そして多くの企業が財務パフ

パリ協定から10年。エネルギーの移行が大きく進み、私たちは、それが
突きつけるトレードオフの現実をまざまざと認識させられています。

オリバー・ワイマンCEO 
ニック・ステューダー

り組みを行わなければ、これらの物
理的リスクは2050年までに年間1兆
ドルを超える財務的影響を及ぼす
可能性があるとされています最新
のMarshグローバルリスク報告書で
は、リーダーたちは今後10年間で企
業にとって最も深刻なリスクとして
異常気象を挙げています。このコー
ポレート・ヘルスチェックでは、20％
の企業しか適応策と投資に関する
情報を開示していません。私たちは、
ビジネスリーダーの間で、将来起こ
り得るこうした混乱に備えることへ
と関心が移りつつあることを確認し
ています。そして、多くの企業が自社
のビジネスモデルやオペレーション
にレジリエンスを組み込むために、
まだ取り組むべきことが残されてい
るためと考えています。 

今年もまたCDPと協働し、環境アク
ションに関する企業の進捗状況を
分析する2回目のコーポレート・ヘル
スチェックをお届けできることを嬉
しく思います。これらの分析情報が
引き続き、長期的な成長とレジリエ
ンスに向けてまい進するビジネスリ
ーダーのお役に立てば幸いです。

本レポートは、世界中の企業が環境
情報開示への取り組みを続けてお
り、多くの企業が財務パフォーマンス
に悪影響を及ぼすことなく環境情報
開示でリーダーシップを取ることが
できることを示しています。これは喜
ばしいことです。
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混迷する世界にあって、環境リスクの影
響を実際に受けてから対応したり、新た
な機会を捉える時期を待つ戦略は、大き
な損失を伴う可能性があります。早期に
行動を起こして適応し、レジリエンスを構
築することで、価値を守るだけではなく、
新たな価値を生み出します。 

イントロダクション

今年で2年目にあたるCDPコーポレ
ート・ヘルスチェックは、オリバー・ワ
イマンとの協働で発表する、世界の
大手企業の環境への取り組みの進
捗状況およびその財務パフォーマン
スへの影響について分析したもので
す。 

CDPを通じて開示されたデータを基
に、本レポートでは、ビジネスリーダ
ーがパフォーマンスを向上し、環境面
での機会を活用するためにどのよう
な手段を講じているのかを示してい
ます。CDPのスコアリングの4段階の
うち最高レベルであるリーダーシッ
プレベルのスコアを付与される企業

は、気候と自然分野の両面で企業活
動をリードすると当時に、財務的なベ
ネフィットも実現しています。

環境および気候に関するレジリエン
スを構築するのは、単にリスク管理
のためではありません。CDPの分析
によると、今年の評価でリーダーシッ
プレベルの基準を満たした企業は、
過去12か月間に総額2,180億米ドル
の環境機会を実現しています。 

厳しい政治および経済の情勢にも
かかわらず、大手企業はセクターお
よび地域にかかわらず、自社が抱え
る環境リスクへの対応を継続してい
ます。 
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イントロダクション

企 業 の 進 捗 状
況のスナップシ
ョット（2026年） 

分析対象となった全企業の15％に
あたる少数のリーダー企業は、堅
牢性な環境戦略を実行することに
より他社との差別化を図っていま
す。これらのグローバルリーダー企
業は、移行を新たな収益機会の創
出や効率改善に活かしながら、他
の企業では1％であるのに対し、平
均年率約4％という複利ベースで
排出量を削減しています。

リーダー企業は物理的な環境リス
クを評価し、開示しています。今こ
そ、レジリエンスを構築し適応策に
投資するときです。CDPを通じて情
報開示を行っている組織は、1.47兆
米ドルに相当する物理的な環境リ
スクを報告しており、その26％は短
期的なリスクと特定されています。
このようなリスクにさらされている
にもかかわらず、昨年は、物理的リ
スクへの適応投資を開示した企業
は分析対象のわずか9％（総額845
億米ドル）にとどまり、これは、財務
関連の情報開示において大きな乖
離があることを示しています。

上位15％のリーダー企業

1.47兆米ドル
気候リーダーシップと堅調な財務
パフォーマンスの両立が可能です。
時価総額と気候変動スコアを見る
と、全セクターの半数以上（13セク
ターのうち7つ）で、気候変動リーダ
ー企業は最低評価の企業と比べて
高いまたは同程度の成長を市場で
示していることがわかります。

13セクターのうち7セクター

世界全体で見ると、年ごとの進捗に
はばらつきがあります。日本はリー
ダーとして頭角を現し、欧州は引き
続き堅調で、米国は遅れを取ってい
ます。平均して米国企業の気候パフ
ォーマンス（気候関連インパクトと
リスクの評価、管理、低減）のスコア
は、その他の地域と比べて低調でし
た。米国企業で上位2段階のレベル
に達したのは31％のみで、日本（74
％）、中国（54％）、EU（52％）に遅れ
をとっています。

日本が先行

環境アクションの経済的な価
値を理解している企業は、長期
的なビジネスメリットを確保す
るために、4つの有効な手段を
活用しています。 
今年、企業が利用できる4つの
手段として、次の点を特定しま
した。

役員報酬を環境パフォーマンス
に連動

01.

環境への依存、インパクト、リス
ク、機会の堅牢な管理プロセス

02.

1.5℃目標に整合し、野心的な
環境目標を設定した気候移
行計画

03.

バリューチェーンエンゲージ
メント

04.
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世界の主要かつ影響力の大きい組織から開示され
たデータを分析することで、「コーポレート・ヘルス
チェック」は、先進企業がどのように環境インパクト
を削減しつつ、財務面でのレジリエンスを向上して
いるかを評価しています。 

対象企業は2025年にCDPを通じて開示した情報に
基づき、情報開示（レベル1）、認識（レベル2）、マネ
ジメント（レベル3）、リーダーシップ（レベル4）の4つ
のレベルのいずれかに分類されます。

2025年の分析に基づいて、今年のレポートでは分
析手法を強化し、事業の進捗状況を、企業の環境
スチュワードシップの取り組みにおける次の4段階
にわたり分析します。  
•  ガバナンス 
•  依存、インパクト、リスク、機会 
•  目標設定 
•  戦略策定 

企業はまた、3つの環境課題（気候、フォレスト、水セ
キュリティ）について評価されています。

気候変動：温室効果ガス排出量（スコープ1、2
、3）、気候関連リスクおよび機会、移行計画、全
体的な気候戦略およびガバナンスに焦点を当
てます。

水セキュリティ： 企業の水使用、水関連リスクお
よび機会の管理、取水および排水、バリューチェ
ーン全体へのインパクトを分析します。

フォレスト： サプライチェーン内の森林減少リス
ク、特にパーム油、大豆、木材製品、蓄牛品など
の主要コモディティに関するリスク管理を取り上
げます。

CDPを通じた情報開示 

2025年には、世界の時価総額の半分以上に相
当する22,000社を超える数の企業が、CDPを通
じて情報を開示し、これにより世界経済がどの
ように形作られているのかを示す、独自のデー
タを提供しています。本レポートには、そのうち
10,397社を対象としています。これはコーポレー
ト完全版質問書に回答し、スコアリングの対象
となった企業です。本レポートでは、この広範に
わたるデータから得られたインサイトをご紹介
します。 

イントロダクション

コーポレート・ヘルスチェック2026は、昨年のレポートを
2つの点で発展させています。第一に、環境面での進捗
を分析する方法をより精緻化し、第二に、その進捗が財
務パフォーマンスとどのように関連しているかを、より詳
細に検証しています。

2026年のレポートでは次の点が改善されています。 
•  CDPスコアを今回初めて分析に取り入れ、より透明性
を高めています。 
•  環境スチュワードシップに向けた進捗に必要な主要ス
テップに分析の焦点を当てています。 
•  より多くの企業を分析対象としています。 

CDPコーポレート・ヘル
スチェックについて

2025年からの変更点
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第1章： 

環境アクショ
ンの効果 
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図1.気候変動スコア別・業界別の時価総額CAGR（平均、2022〜2025年） 図をオンラインで参照

しかし、さまざまな地域およびセクタ
ーにわたって、世界規模のリーダー
企業が、環境インパクトに対処するこ
とは収益にとって有効だと示してい
ます。 

情報開示は、環境面および財務面の
双方における進捗を生み出すための
不可欠な出発点です。事実に基づく
情報開示データを使って事業戦略を
策定することで、企業はリスクを排除
し、隠れた成長機会を特定できます。

2026年のレポートの分析では、最高
レベルであるリーダーシップレベルを
達成した企業が、他社の手本となる
戦略的ロードマップをどのように示し
ているのかが明らかになっています。

2025年、地政学的な不安定化に加え、
米国およびEUでの規制緩和の動きが、
サステナブルな取り組みに対する大き
な課題となりました。

第1章：環境アクションの効果 

情報開示におけるリーダーシップは、経済的な利益および環境への
プラスの影響に繋がっている 

2025年には、多数のリーダー企業が
環境面での進展と財務面での成功の
両方を実現しました。しかし、パフォー
マンスはセクターにより大きく異なり、
セクター固有の課題と負荷が結果に
影響を与えています（第3章を参照）。

2025年のレポートでは、以下のセクタ
ーが排出削減目標の達成に向けて順
調に進捗しており、時価総額の成長も
実現していることが示されました。
•	 アパレル
•	 バイオ技術、ヘルスケア、製薬
•	 食品、飲料、農業

今年のコーポレート・ヘルスチェック
では、これらのセクターは同様の進捗
を見せており、環境への取り組みと成
長は両立することを示しています。

実際に、リーダーシップレベルの一部
の企業は、2022年から2025年までの
間に時価総額を大きく伸ばしました。
時価総額と気候変動スコアを見ると、
全セクターの半数以上（13セクターの
うち7つ）で、気候変動リーダー企業は
最低評価の企業と比べて高いまたは
同等の成長を見せていることがわか
ります。

注：N=1,355

情報開示（D、D‐） リーダーシップ（A、A-）

2% 16%

アパレル

19%
30%

金融サービス

-2%
4%

化石燃料

2% 6%

バイオ技術、ヘ
ルスケア、製薬

7% 10%

食品、飲料、農業

17% 19%

インフラ

9% 9%

小売

14% 11%

輸送

14% 11%

サービス

23% 19%

製造

12%
6%

発電

15%
5%

ホスピタリティ

15% 4%

素材

8CDP2026コーポレート・ヘルスチェック

https://www.cdp.net/en/insights/cdp-corporate-health-check-2026#average-cagr-in-market-capitalization


財務パフォーマンスで上位20％に入るリーダー企業は、
その他のリーダー企業より多くの環境機会を実現する傾
向にあります（中央値：1億4,500万米ドル、全リーダー企
業の中央値：950万米ドル）。これは、上位企業が、移行に
よるビジネス機会を捉えていることを示唆しています。

世界全体では、280社のリーダー企業、過去12か月間
で気候変動、水セキュリティ、フォレストの各分野におい
て、合計2,180億米ドルの機会をすでに実現しています。
さらに、スコアの高い地域の企業は、財務面での活動が
大幅に活発であることが報告されています。

第1章：環境アクションの効果 

*�大半の企業がより高いスコアを付与されているため、日本の情報開示・認識レベルの中央値は3社のデータのみに基づいています。 

図2.過去12か月に実現された環境機会（地域別）

0.15 0.35 8.99 0.060.90 0.23 0.25 0.60

17.51 0.98 7.40 5.838.47 2.17 7.14 3.57

1企業あたりの中央値（単位：100万米ドル）

情報開示・ 
認識

マネジメント・ 
リーダーシップ

ブラジル EU 中国 日本* 東南アジア 英国 米国インド

財務的な利益を得る一方で、リーダ
ー企業は同業他社より高い割合で
排出量を削減しています。こうした
傾向は、世界全体の排出量が2015
年から2024年にかけて年平均1％
で増加し続けている中でも変わり
ません。1 

気候変動リーダー企業は、インベン
トリの基準年から排出量を年間平
均4％削減しました。2一方、スコア
レベルが認識または情報開示の企
業は、1％未満の削減に留まってい
ます。

1  2023年から2024年まで、CO2排出量は378億2,000万トンから381億5,300万トンに増加しています。|  2  インベントリの基準年について
は、主にGHGプロトコルコーポレート基準の指針に従っています。企業の排出量パフォーマンスを測定する際の過去の基点となります。

図3.基準年と報告年の間でのスコープ1排出量の変化（スコアレベル別）

スコープ1排出量を検証済みの企業の 
排出量データ（CAGR％）

0%

-1%

-2%

-3%

-4%

報
告
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に

対
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均

情報開示 認識 マネジメント リーダーシップ

-0.6%
-1.0%

-1.5%

-4.0%

図をオンラインで参照

図をオンラインで参照
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第1章：環境アクションの効果 

リーダー企業は、森林の価値を
理解しています
1分あたりサッカー場18面分 に相当
する面積の熱帯原生林が消失してお
り、これは、大量の温室効果ガスが大
気中に放出される直接の要因となっ
ています。

リーダー企業は、森林およびその他
の自然生態系へのインパクトを削減
することで、この危機に対処していま
す。例えば、森林減少および自然生
態系の転換がないコモディティの量
を着実に開示しているリーダー企業
は、少なくとも1つのコモディティにつ
いて、90％超を森林減少および自然
生態系の転換がないコモディティと
して報告する可能性が高くなってい
ます。 

これは、企業が測定できるものは管
理可能で、インパクト削減を数値とし
て評価できることを裏付けています。

逆風にもかかわらず、レジリエンスを構築しようとする企業の業績は
堅調を維持している

環境規制の変化にかかわらず、対象
企業の15％が、気候変動、フォレス
ト、水セキュリティの環境課題の少
なくとも1つにおいてリーダーシップ
レベルを達成しています。

気候変動が最も多く（13％）、水セキ
ュリティ（11％）、フォレスト（8％）が
それに続きます。これは、CDP2024
のスコア結果から顕著な伸びを示し
ており、2024年にリーダーシップを
達成した企業は気候変動ではわず
か8％、水セキュリティでは7％、フォ
レストでは5％でした。 

全体的に、自然に関する情報開示を
行った企業が増えています。2024年
と2025年の2年間に分析対象となっ
た企業では、自然関連の情報開示（
水セキュリティおよび／またはフォレ
スト）が12％増加しており、水セキュ
リティで12％、フォレストで15％の増
加を見せました。 

これは、企業が自然生態系の永続的
な重要性を認識していることを強く
示しています。自然にとって危機的な
時期にある中、脆弱な生態系を保全
し、負荷を軽減するうえで、企業によ
る継続的な取り組みが決定的な役
割を果たすことになります。

自然にとって危機的な時期にある
中、脆弱な生態系を保全し、負荷を
軽減するうえで、企業による継続的
な取り組みが決定的な役割を果た
すことになります。
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第2章： 

環境パフォーマン
スの測定方法 
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各ステップには、企業が前進するた
めに活用できる複数の手段が含ま
れています。CDPのスコアリング基
準では、企業がこれらの手段をどう
有効活用しているかを評価し、情報
開示（レベル1）、認識（レベル2）、マ
ネジメント（レベル3）、リーダーシッ
プ（レベル4）の4つのレベルのいず
れかに分類されます。 

評 価 分 析 マトリックス（ 図 4 ）
は、2025年における気候関連開示
企業の4つのステップでのパフォー
マンスを概観するものです。 

ほとんどの企業は、ガバナンスに関
する評価が良好で、35％がリーダ
ーシップレベルを達成しています。
しかし、目標設定と戦略策定でベス
トプラクティスを示している企業は
20％に留まります。 

水セキュリティおよびフォレストの情
報を開示する企業では、各ステップ
で同様のスコア分布となりました。
しかし、これらの環境課題の情報を
開示する企業がリーダーシップレベ
ルを達成する割合は、気候変動分野
よりも低くなっています。 

これら最初の4つのステップにわた
り良好な評価を受けた企業は、ヘル
スチェックの最後の重要なステップ
である「環境へのインパクトの削減
を示す」でも良好な結果を出してい
ます。 

第1章で示した通り、リーダーシップ
レベルの企業は排出量をより短期
で削減し、森林減少・自然生態系の
転換がないコモディティを調達して
いる可能性がより高くなっています。

企業の環境スチュワードシップの進
展を次の4つのステップにわたる開
示内容を基に分析しています。 
•	  ガバナンス体制の構築 
•	 環境への依存、インパクト、リス

ク、機会（DIRO）を管理するため
の堅牢なプロセスの確立 

•	 野心的な目標設定
•	 環境課題の戦略的計画への統合

今年のコーポレート・ヘルスチェッ
クでは、透明性を向上し、重点領域
にわたる組織のパフォーマンスに
ついてより詳細に把握できるよう、
分析手法に変更を加えています。 

第2章：環境パフォーマンスの測定方法 

2025年の分析を踏まえて、
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•	 取締役会レベルの監督
•	 取締役会の専門性
•	 経営層が負う責任
•	 役員へのインセンティブ
•	 環境方針

手段

•	 環境への依存やインパクトを特
定、評価、管理するプロセス

•	 リスクと機会の開示
•	 インパクトと依存の開示（排出

量、エネルギー、水会計、コモデ
ィティ、DCFステータス）

•	 環境目標
•	 環境課題の事業戦略への統合
•	 移行計画
•	 シナリオ分析
•	 環境外部性の価格付け
•	 CAPEX/OPEXの整合
•	 バリューチェーンエンゲージ

メント
•	 公共政策エンゲージメント
•	 排出量削減活動および低炭

素製品
•	 水質汚染管理手順
•	 活動とイニシアチブへのエン

ゲージメント

パフォーマンスレベル

情報開示 認識 マネジメント リーダーシップ
環境への取り組みを始め
たが、情報開示の完成度
がまだ低く、これ以降の
レベルへの評価基準に
満たない企業。

環境課題が事業にど
う影響するかについ
て認識を示している
企業。

優れた環境マネジメ
ントに関するアクシ
ョンを実行している
企業。

環境課題に関して、
ベストプラクティス
の透明性とパフォー
マンスを示している
企業。

図4. 2025コーポレート・ヘルスチェックでの評価分析マトリックス
気候変動パフォーマンスを示す数値（全分析対象企業に対する割合（％）に基づく）

排出量の削減

陸上の自然生態系へのインパクト削減

ステップ

ガバナンス

DIRO

目標

戦略と計画

アクション

5% 28% 32% 35%

19% 24% 32% 26%

11% 45% 23% 20%

13% 52% 16% 20%

注：小数点以下の四捨五入の関係で数値が合わない場合があります。
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環境リーダーシップを
推進する4つの手段 

第2章：環境パフォーマンスの測定方法 

2026年のレポートでは、昨年に基づき、優れた環境パフォーマンスとリーダーシップに貢献する4
つの手段があることを示しています。これらを使って、企業は、アースポジティブな経済への移行
において競争優位性を築いているかを判断できます。

役員報酬を環境パフォーマンスに連動
役員報酬のインセンティブを環境パフォー
マンスに連動させることで、リーダーシッ
プを組織の環境目標へ整合させることが
できます。例えば、気候変動リーダー企業
の100％、フォレストおよび水セキュリティ
リーダー企業の78％が役員報酬を環境
パフォーマンスに連動させています。対称
的に、気候変動でリーダーシップレベルに
達していない企業は、この手段を活用し
ている可能性が低く（32％）、水セキュリテ
ィ（18％）、フォレスト（20％）でもそれぞれ
同様の傾向にあります。

環境への依存、インパクト、リスク、機
会の堅牢な管理プロセス 
この手段により、企業は長期的な不確実
性と責任に対処し、機会を実現できるよう
になります。 
気候変動リーダー企業の83％が、すべて
の時間軸にわたる直接操業とサプライチ
ェーンの双方を網羅する堅牢なプロセス
を導入しています。フォレストリーダー企業

（93％）および水セキュリティリーダー企業
（90％）は、さらに優れたパフォーマンスを

示しています。下位レベル3のすべての企業
は、この手段を活用している可能性が低く
なり、気候変動、フォレスト、水セキュリティ
でそれぞれ33％、27％、24％です。

1.5℃目標に整合し、野心的な環境目標を
設定した気候移行計画
信頼性の高い気候移行計画の策定は、パリ協定
の長期目標に整合し、企業のビジネスモデルを
アースポジティブな経済に沿って位置付けるた
めに重要です。リーダー企業のほぼ90％がこの
ステップを踏んでいる一方、下位レベルではわ
ずか37％です。
信頼性の高い移行計画のコア要素は、堅牢な短
期目標です。これらが、より長期の目標を達成す
るためにどのような短期アクションが必要かを明
確にします。移行計画のあるリーダー企業の93％
は、1.5℃目標に整合した、組織全体での排出量削
減目標も設定しています。それに対して、移行計画
のある下位レベルの37%の企業のうち、このよう
な目標を設定しているのは36%にとどまります。

01

02

03

バリューチェーンエンゲージメント
どのような環境インパクトがどこで発生してい
るかを把握することで、企業は関係の深いサプ
ライヤーへの影響を緩和し、イノベーションを
促進できます。
この手段は、リーダーシップレベルの企業に幅
広く利用されており、気候変動リーダー企業の
97％が顧客とサプライヤーの双方と協働して
います。リーダーシップレベル以外の企業の83
％もまたバリューチェーンへのエンゲージメン
トを行っており、このような協働から受けるベネ
フィットについて企業社会全体に理解が浸透し
ていることを示しています。 
フォレスト（91％）、水セキュリティ（98％）のリー
ダー企業の双方では、エンゲージメントのレベ
ルも高くなっています。 

04

3  リーダーシップ未満のレベルはすべて「下位レベル」として定義されます。
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地域による相違：地域差がある中、日本が先行

第2章：環境パフォーマンスの測定方法 

気候変動、フォレスト、水セキュリテ
ィすべてにおいて、日本がトップとな
りました。本レポートで分析した8つ
の地域の中で、すべての環境課題に
おいてリーダー企業の占める割合
が10％を超えたのは日本のみです。 

このリーダーシップは経済的機会
をもたらします。過去12か月で、ベ
ストプラクティスを示している日本
企業は、気候変動と自然関連の課
題に直結する合計760億米ドルの
機会を新たに実現しています。これ
らの機会は、売上の増加、新規市
場への拡大、グリーンボンドなどの
新しい金融商品の推進などにより
創出されています。 

日本の製造セクターは、気候変動
と水セキュリティの情報開示企業
数も最多で、リーダーシップレベル
を達成した日本企業の3分の1を
占めます。日本で気候変動リーダ
ー企業の占める割合で際立ってい
るその他のセクターは、金融サー
ビス（40％）、バイオ技術、ヘルスケ
ア、製薬（33％）、インフラ（29％）、
アパレル（29％）です。

新たな手段として、インターナルウォーター
プライシングを設定

インターナルカーボンプライシ
ングは、気候関連リスクと機会
を管理するための比較的確立
された手法として気候変動リー
ダー企業の68％がすでに導入
しています。一方で、インターナ
ルウォータープライシングの設
定は、まだ発展途上の取り組み
にとどまっています。 
多くの状況において、現行の水
道料金は、企業にとっての水の
真の経済価値を反映しておら
ず、水処理・排水コスト、将来的
な価格上昇、規制リスク、さらに
はより広範な外部性を十分に
織り込んでいません。水関連リ
スクの規模と頻度が増加し、重
大性を増すにつれて、組織にと

っての真の価値をより適切に反
映するインターナルプライシン
グ設定を水に適用することは、
水への依存とリスクを意思決
定に有用な財務シグナルに転
換するために役立ちます。 
インターナルウォータープライ
シングを適用している企業は、
それを運用効率化の検討、費用
便益分析、設備投資の意思決
定、さらには戦略的計画の策定
に活用していると報告していま
す。リーダー企業の32％が既に
インターナルウォータープライ
シングを適用している一方、そ
の他の企業ではわずか4％にと
どまっています。
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第3章： 

企業の環境分野に
おける進展を妨げ
る要因 
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17%

41%

24%

18%

英国

8%

46%

18%

28%

中国

5%

26%

39%

30%

米国

16%

36%

24%

24%

EU

22%

52%

15%

11%

日本

第3章：企業の環境分野における進展を妨げる要因  

政策は、環境アクションを進めようと
する企業に対して機会であると同時
に潜在的な障壁にもなり得ます。最近
の動向から、国による大きな違いが明
らかになりました。

地域政策・規制がパフォーマンスに与える影響

この政策情勢は、気候変動と自然に
関するパフォーマンスの低下につな
がる可能性があります。平均すると、
米国（およびブラジルの）企業の気
候変動スコアは、その他の地域と比
べて低い傾向にあります。米国の回
答企業うち、マネジメントレベルまた
はリーダーシップレベルに達した回
答企業は、それぞれ31％と23％にと
どまり、グローバル平均の約50％を

中国は、これらの産業に対する強力
な国家支援を背景に、自らを再生可
能エネルギーと電気自動車のグロー
バルリーダーと位置づけています。そ
れとは対称的に米国では、パリ協定
からの脱退、洋上風力発電プロジェ
クトの承認停止、再生可能エネルギ
ー技術と電気自動車に対する支援の
大幅な削減など、主要政策が相次い
で後退しています。

図5.気候関連課題のパフォーマンスの内訳

下回っています。これは、中国（54％）
、EU（52％）、東南アジアの新興国（39
％）に遅れをとっています。  

フォレストおよび水セキュリティにつ
いても同様の傾向が見られます。米
国企業の16％のみがフォレスト、26
％が水セキュリティでマネジメントま
たはリーダーシップレベルに達して
いますが、それに対してグローバル平
均はそれぞれ34％と46％でした。 

7%

16%

21%

55%

ブラジル

11%

36%

25%

28%

インド

8%

31%

30%

31%

東南アジア

情報開示 認識 マネジメント リーダーシップ

気候変動、フォレスト、水セキュリティで絞り込むには：

図をオンラインで参照
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財務・スコアともに良好

第3章：企業の環境分野における進展を妨げる要因  

政策とマクロ経済の逆風が気候
変動リーダーへの圧力となる  

政策立案は、従来から企業経営に
おける重要な判断要素の一つです。
このセクションでは、ビジネス上の
意思決定に影響を及ぼす主要な政
策と経済的な懸念事項の一部につ
いて分析します。 

財務パフォーマンスと気候変動スコ
アを重ね合わせて解析することで、
現在の状況下で各セクターがどの
ような位置づけにあるのかを把握
することができます。 

図6.財務パフォーマンスとスコアリング・パ
フォーマンスによるセクター比較

発電は、ネットゼロへの移行のために
非常に重要で、事態を好転させるには
強い政策支援が不可欠です。新たな収
益スキームは長期的なマーケットリス
クを低減し得る一方で、税制優遇、許
認可手続きの迅速化、送電網や蓄電
容量の拡充を促す規制支援などは、
投資家の意欲を高める要因となりま
す。  

素材セクターもまた、リーダーシップ
企業がその他のレベルの企業を上回
ることに苦戦しているセクターの一つ
です。素材セクター4は、近年重要な課
題に直面しています。エネルギーのコ
ストが上昇を続け、低炭素技術への移
行には多額の投資が必要であり、技術
ソリューションの規模の拡大も容易で
はありません。

その他にも、欧州の企業は、アジアか
らの低コストかつ高炭素の輸入品と
の競争圧力に直面しています。関税や
EUの炭素国境調整メカニズムがサス
テナビリティ先進企業に一定の支援
を提供しているものの、大規模な低炭
素ソリューションを普及させるには、さ
らなる政策支援やインセンティブが不
可欠です。

輸送セクターは、世界の気候目標を
達成するために重要なセクターです。
電気自動車は消費者需要の減速に加
え、生産コストやサプライチェーンコス
トの高止まりに直面しています。また
価格競争が激しく、利益が縮小してい
ます。一部地域での政策転換や補助
金の撤廃は、今後もこの分野の企業
活動に影響を及ぼし続けると考えら
れます。

アパレルセクターでは、リーダーシッ
プレベルの企業の時価総額成長率
が情報開示レベルの企業を上回って
おり、気候変動リーダー企業の成長
率は、情報開示レベルの企業より14
％高くなっています。

発電セクターでは、リーダーシップレ
ベルに達した企業の割合が高く（22
％）、金融サービス（26％）に続く2番
目に高い数値となっています。ただ
し、金融サービスセクターは時価総
額が大きく成長していますが、発電セ
クターは困難に直面しています。 

発電セクターは近年、数多くのインパ
クト、特にウクライナでの戦争、金利
と建設コストの上昇、卸電力価格の
下落圧力に直面しています。これらの
課題は、エネルギー転換の支援に対
する投資家の投資意欲の低下につ
ながっています。
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財務は不振、スコアは良好
財務・スコアともに横ばい
財務・スコアともに不振

財務パフォーマンス：リーダーシップと情報開示レベルの企業における2022～2025年の時価総額CAGRの差
スコアパフォーマンス：リーダーシップレベルの企業割合

アパレル

化石燃料

輸送

ホスピタリティ* 素材

発電*

金融サービス

インフラ食品、飲料、農業 バイオ技術、ヘルスケア、製薬

小売
全体平均
製造

サービス

4  この用語は、鉄鋼、セメント、化学、木材および紙の原材料、金属および鉱業を含みます。

図をオンラインで参照
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第4章：変化する世界への適応 

深刻な物理的リスクが存在する
にもかかわらず、多くの企業はレ
ジリエンスに対する投資にまだ
本格的に取り組めていません。

データによると、企業は引き続き、自
社に重大な財務的影響を与える物
理的リスクを特定しています。分析対
象企業全体での物理的リスクは合計
1.47兆米ドルと報告され、その26％
が短期的なリスクに相当します5。物
理的リスクを企業がより完全に開示
し、定量化していれば、この数値はさ
らに大きくなる可能性があります。

企業が最も多く特定しているのは水
関連のリスクで、洪水、台風、水ストレ
ス、豪雨が上位に挙げられ、これに干
ばつや熱波が続いています。

セクター別に見ると、平均して金融サ
ービス、化石燃料、ホスピタリティが
最も大きな影響を受けており、その
財務影響は複数の大陸にまたがって
広く分散しています。企業1社あたり
の報告された財務リスクの中央値で
見ると、米国、EU、ブラジル、日本が上
位を占めています。

これらのリスクに対するレジリエンス
を構築することは、事業戦略にとって
不可欠です。環境リスクを特定し定量
化した後に不可欠となるのは、取締
役会が長期的リスクを軽減するため
に事業モデルの適応へ投資すること
です。将来のリーダーとなるのは、適
応とレジリエンスに向けて早期に、果
断かつ実務的に行動する企業です。 

気候変動に対するレジリエンスを構
築できない企業は、多額の損失を被
る可能性があります。S&Pグローバル
Sustainable1の物理的リスクエクス
ポージャーのスコアと財務的影響デ
ータセットによると、適応を行わない
場合、S&Pグローバル1200（世界時
価総額の70％をカバーする指数）に
含まれる企業では、2050年代までに
そのコストが総額1.2兆米ドルに達す
ると推計されています。 

CDPを通じて情報開示を行う企業
は、物理的リスクに対するレジリエ
ンスを構築するために合計2,000
億米ドル以上を投資したと報告し
ています。 

CDPを通じて情報開示を行う企業は、
物理的リスクに対するレジリエンスを
構築するために合計2,000億米ドル以
上を投資したと報告しています。しか
し、この投資額は、情報開示企業のわ
ずか20％（重大な物理的リスクを特定
した企業の約3分の1）の企業のデー
タに基づいており、リスクの認識と投
資額の乖離が大きいことを浮き彫り
にしています。 

報告されている投資は幅広く、事業移
転などのリスク回避、保険調整といっ
たリスク移転、そして物理的・業務的
な適応能力を強化することでリスクを
能動的に低減する取り組みなどが含
まれます。しかし、これらの投資が適応
資金ギャップの解消に寄与する度合
いは一様ではありません。

5  企業が物理的リスクを特定、報告したすべての環境課題において

最近の分析では、民間資金の役割が
強調されています 。この状況では、物
理的適応（特定の場所で効果を発揮
する、有形の資産レベルの投資）こそ
が、適応資金ギャップの解消に寄与し
得る企業活動のカテゴリーを表して
います。CDPのデータによると、こうし
た対策に投資している企業は全体の
9％にとどまり、その投資額は840億米
ドルです。こうした投資は一定の資金
の流れを形成しているものの、企業レ
ベルの適応への投資をグローバルな
適応の優先課題と整合させるために
は、各国のニーズに沿った企業の適応
投資を促す、より強力な政策的リーダ
ーシップが求められます。
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https://www.weforum.org/stories/2025/09/the-adaptation-gap-despite-rising-climate-costs-few-companies-have-adaptation-plans/
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https://www.weforum.org/stories/2025/09/the-adaptation-gap-despite-rising-climate-costs-few-companies-have-adaptation-plans/
https://www.weforum.org/stories/2025/09/the-adaptation-gap-despite-rising-climate-costs-few-companies-have-adaptation-plans/
https://www.unep.org/resources/adaptation-gap-report-2025


適応への投資は、潜在的な経済
的リターンと並んで企業のレジ
リエンス強化を推進します

この投資ギャップを埋めることは、
大きな経済的機会を意味します。
世界銀行の「Jobs in a Changing 
Climate」での分析によれば、気候
レジリエンスを高め、適応を支援す
る投資は、低・中所得国全体で2050
年までに最大1億5,000万人分に相
当する雇用を生み出す可能性があ
り、分析対象となった49か国だけで
も、2,500万件のより良質で高賃金
の雇用創出が見込まれています。一
方で、レジリエンスを高めない場合
には何千万もの仕事が失われる可
能性があります。これらの試算は、
適応が単なる防御的な必要性にと
どまらず、経済開発と気候行動を両
立させる先進的な企業や投資家に
とって、戦略的な成長機会であるこ
とを強調しています。 

物理的リスクを特定した企業は、い
ま投資することが将来のビジネスを
守ることにつながり、事業継続性、市
場競争力、そして財務パフォーマンス
の向上を確保することを認識してい
ます。これは物理的リスクへの対応
戦略の分析結果からも明らかです。 

適応力の構築に重点を置いた先進
的な対応戦略を持つ企業は、その
投資に対して大きなリターンを得る
可能性があります。世界資源研究所

（WRI）による2025年の研究論文で
は、気候適応への1米ドルの投資に対
して10年間で10.5米ドル以上の便益
が得られ、平均年間リターンは20％
～27％に達するとされています。 

適応のビジネスケースはますます説
得力を増しています。しかし、適応策
への投資は必要な水準に達していま
せん。財務的な実現可能性を裏付け
る明確な証拠があるにもかかわらず
ギャップが解消されないのは、適応
策に関する認知不足や、レジリエンス
を織り込んだ収益性評価の困難さな
ど、複数の構造的障壁が依然として
存在するためです。

第4章：変化する世界への適応 

適応投資を加速するためには、複数
の側面での協調した取り組みが不
可欠です。具体的には、国家適応計
画やセクター別目標を含む明確な
政策方針、高解像度ハザードマップ
や早期警戒システムといった物理
的リスクデータおよびインフラの整
備、適応リスク・対応策・投資計画に
関する企業開示の拡充、そして適応
プロジェクト特有の特性に対応しつ
つ、適切な場面で民間資金を動員す
る革新的な金融メカニズムが求め
られます。 

適応力の構築に重点を置いた先
進的な対応戦略を持つ企業は、
その投資に対して大きなリター
ンを得る可能性があります。
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とは、ビジネス目標の達成と並
行して、環境を保護、再生し、地
球へのマイナスの影響を低減す
る行動を取ることを意味します。

アースポ
ジティブ 
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世界経済がネットゼロでアースポジ
ティブな未来に向かって移行する中
で、ビジネスはますます戦略的な選
択をせまられます。

成功への道は1つだけではありませ
ん。地域、市場、セクターによってそれ
ぞれ異なるリスクと機会に直面して
います。しかし、リーダー企業には共
通する特徴があります。取締役会レ
ベルでの環境専門性を備えた強固な
ガバナンス、信頼性の高い移行計画、
バリューチェーン全体を巻き込む実
質的なエンゲージメント、十分な情
報に基づく資本配分、そしてデータに
基づく意思決定です。

本レポートの結果は、実効性のある
取り組みを示す明確な市場のシグナ
ルとなります。また、これらの知見は、
企業や投資家がどこに注力すべきか
について、より強固なエビデンスを提
供します最終的に、環境リーダーシッ
プは環境対策であると同時に経済
戦略でもあることが示されており、い
ま取り組む企業ほど、将来の成長・競
争・繁栄に向けて有利な立場を築く
ことになります。

企業は長年、ビジネスのパフォーマン
スにとって環境リスクは重要ではな
いと考えることができました。今日、
エビデンスはその逆を示しています。
世界経済フォーラムのグローバルリ
スク報告書は、ビジネスにおいて全
世界で特に重大で加速の進む脅威
の1つとして環境リスクを特定してお
り、過去10年間の科学的データがこ
の現実を裏付けています。

今では、水のレジリエンス、気候の安
定性、自然への依存、移行への準備
を考慮していない信頼性の高い事業
戦略を想像するのは難しくなってい
ます。これらの動向は、企業のコスト
構造やリスクエクスポージャー、投資
の流れ、サプライチェーン、さらには
競争力そのものを大きく変えつつあ
ります。

今年で2年目にあたるCDPコーポレ
ート・ヘルスチェックでは、規制の不
確実性と地政学的な複雑さが高まる
中でも環境リーダーシップを重要視
している企業は、競争優位性を築き、
レジリエンスを強化し、新たな機会を
特定していることを示しています。

環境アクションをビジネスの中核に組み込んで関連する経済的メリットを引
き出しますか、それとも引き続き環境課題を先送りにして優先順位を下げる
従来型のアプローチをとりますか。

第4章：変化する世界への適応 
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